
予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名　新ぎふ田園回帰就農モデル事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農村振興課　農村支援係　電話番号：058-272-1111（内3158）

　　　　　　　E-mail：  c11427@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　10,000千円（前年度予算額： －千円）
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
都市に住む若者を中心とした農村への関心の高まりや定年退職を契機と
した農村での定住志向など、新たな生活スタイルを求めた「田園回帰」の動
きの中で、農業や農村への魅力が再認識されています。そこで、兼業収入を
得ながら「ゆるく就農」を望む移住希望者も新たな農業の多様な担い手とし

て位置付け、農地を維持し農村振興を図るため総合的な支援を行います。
　また、農村資源を活用した新たな農村ビジネスに係る支援を行い、農村に

おける雇用機会の創出、交流人口の拡大を図ります。
（２）事業内容

「ぎふ田園回帰就農モデル事業」の創設

（１）兼業就農者移住定住支援補助金
従来の「自営就農」「雇用就農」ではなく、農業以外の収入等を加えた兼業就農者を農村の新たな農業の担い手として位置付け、県外から新たにＵ・Ｉターンして兼業就農を希望する方で市町村が認定した兼業就農移住者に対して、就農前及び就農後（交付は就農後３ヶ年以内）の安定した定住を支援するため、１０万円／月（１２ヶ月以内）を交付します。

（２）兼業就農営農開始支援補助金

市町村が認定した兼業就農者に対して営農開始に必要な営農施設や農機
具の購入を支援（交付期間は就農前から就農後３ヶ年以内）します。
（３）農村起業化支援補助金
　　　農家レストラン、直売所、農家民宿等、農村地域の資源を活用した新たな
ビジネスモデルを促進するため、空き屋改修費や開設に必要な経費を支援し

ます。
（３）県負担・補助率の考え方

「ぎふ田園回帰就農モデル事業」の創設

（１）兼業就農者移住定住支援補助金

　　　　　補助率：定額：１０万円／月
但し、兼業就農前の場合、補助金交付は１２ヶ月以内
兼業就農者は、就農後３年以内、補助金交付は１２ヶ月以内
　　　　　県内全域での移住定住を支援するため、県負担とする。

（２）兼業就農営農開始支援補助金

　　　　　補助率：１／３以内（上限１００万円）

　　　　　県内全域での就農促進を支援するため、県負担とする。

（３）農村起業化支援補助金
　　　　　補助率：１／３以内（上限１００万円）
　　　　　県内全域での新たな農村ビジネスの創出を支援するため、県負担とす
る。
（４）類似事業の有無
　　　　青年農業者給付金
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	補助金
	10,000
	市町村への補助金の交付

	合計
	10,000
	


	　決定額の考え方　

兼業就農者が「担い手育成プロジェクト２０００」の担い手に含まれないこと及び既存の移住定住や起業化への助成制度を活用することで対応可能なことから、計上を見送ります。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　・ぎふ農業・農村基本計画
　　　　田園回帰就業モデルの構築・普及による移住定住を支援

　　　　農村における雇用機会の創出、交流人口の拡大
（２）国・他県の状況

　　　・先進県である島根県では、平成２２年から半農半Ｘ（兼業就農）による
支援を行い、新たに５年間で４０名の移住、就農者を確保している。
（３）後年度の財政負担
　　　・モデル事業として５ヶ年の実施する。
県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	兼業就農者移住定住支援補助金
兼業就農営農開始支援補助金

	補助事業者（団体）
	農業者、市町村

	補助事業の概要
	（目的）
・農村における新たな就業形態である兼業就農を志す人の農村への移住、就農を促進し、人口減少が著しい農村の活性化を図る。
（内容）

・兼業就農による就業を希望する人へ、収入が少なく生活が不安定となる就農前の１年間と就農後の１年間に補助金を交付し定住の定着を図るとともに、営農開始に必要な施設、農機具等の購入を支援する。

	補助率等
	定額・定率・その他
　兼業就農者移住定住支援補助金：定額（１０万円/月）

　兼業就農営農開始支援補助金：定率（１／３）

	補助効果
	・移住者、就農者の増加

	終期の設定
	終期　平成３３年（５ヶ年）
（理由）
・モデル事業として５年間実施


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　県内各地の集落において兼業就農者の生活が安定し、新たな集落の農業の担い手として集落の活性化が図られている。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H26年度末)
	目標
(H29年度末)
	目標

(終期)

	①担い手育成数
	328人
	
	累計
2,000人

（H28-H32）

	②県外移住者数
	728人
	
	累計
6,000人

(H27-H31)


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

（要求）

	補助金交付実績
	
	
	
	
	

	指標①目標
	
	
	
	
	

	指標①実績
	
	
	
	
	

	指標①達成率
	
	
	
	
	


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
兼業就農希望者に対して、新たなビジネスモデルを創出し、雇用の機会を創出することが必要である。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	兼業就農者の農村への移住定住を促進するため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）


県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	農村起業化支援補助金

	補助事業者（団体）
	農業者、市町村

	補助事業の概要
	（目的）
・農村資源を活用した新たなビジネスモデルの取組を促進し、農村の活性化を図る。
（内容）
・新たに農家レストランや直売所、農家民宿等を開設する人に対し、空き屋の改修費や開設に必要な経費を支援する。

	補助率等
	定額・定率・その他
　１／３、上限１００万円

	補助効果
	・農村資源を活用した新たなビジネスの創出

	終期の設定
	終期　平成３３年（５ヶ年）
（理由）
・モデル事業として５年間実施


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　農村において新たなビジネスモデルが創出、拡大し農村の活性化が図られている。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H27年度末)
	目標
(H29年度末)
	目標

(終期)

	
	
	
	


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

（要求）

	補助金交付実績
	
	
	
	
	

	指標①目標
	
	
	
	
	

	指標①実績
	
	
	
	
	

	指標①達成率
	
	
	
	
	


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　農村では就業機会が少なく高齢化や人口減少が著しいことから、新たなビジネスモデルが創出し、雇用の機会を創出することが必要である。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	新たな農村ビジネスにより雇用の増加、農村の活性化が図られるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）



